

























































































































































　本稿では主に（ 5）、（ 6）、（ 7）を検討することとする。
3 ．本件判旨
　裁判所は被告に対し、原告に対する 5万円の慰謝料の支払いを命じた。上記争点
のうち（ 5）、（ 6）、（ 7）にかかる裁判所の判断の概要は以下のとおりである。
（ 1）争点（ 5）
（ア）原告は、本件公民館の職員は、①公民館利用者である原告を公正に取り扱う
義務に違反し、②学習権を保障する趣旨の規定である社会教育法 9条の 3第 1項及
び③同法12条に違反して、本件俳句を本件たよりに掲載しなかったことにより、原
告の学習権を侵害した旨主張する。



















































































































































と（社会教育法23条 1 項 2 号）及び②国内世論が大きく分かれているものは広告掲
載を行わないとされていること（さいたま市広告掲載基準 4条（ 1）エ）が挙げら


















































































































































































































































































4　最判平成 5年 3月16日民集47巻 5 号3483頁。
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たのではないか、と考える。
5 ．おわりに
　本件は原告、被告とも控訴しており、今後のさらなる議論の展開が予想される。
　またこれとは別に、憲法学の観点からは以下の点が今後検討すべき点として指摘
できる。
　第一に、本件にかかわるWebで、本件裁判の支援者が活動している際これに対
立する団体が「梅雨空に改憲しようと女性デモ」「梅雨空に九条守れは主権の放棄」
とする垂れ幕を掲示して活動しているのを見たとする旨の記載があった  5。（そもそ
もこれらが俳句として掲げられていたのかどうかは不明ではあるが）仮にこれらの
「俳句」が同様に公民館のたより等に掲載を求めて公民館を含む公的機関に提出さ
れた場合、どのような扱いをすることが妥当か、また、そのような可能性も踏まえ
ると、どのような法理を考えることが適切なのか、は検討されるべきと思われる。
　第二に、本件原告は意見陳述書等で、公的機関である公民館との関係で「 9条守
れ」の文言が問題とされたことが驚きであった旨を指摘している。また上述の通り
本件裁判所は「憲法 9条が、集団的自衛権の行使を許容すると解釈すべきかどうか
について、賛否が分かれていたものの、賛成・反対いずれの立場も、憲法 9条を守
ること自体については一致していたのであるから、本件俳句の「九条守れ」の文言
が、直ちに世論を二分するものといえるかについても疑問を容れる余地がある」旨
を指摘している。この点は、憲法99条の定める公務員の憲法尊重義務との関係も含
めて、検討すべき論点と考えられ、また特に第一に指摘した争点の関係では、本件
俳句は「 9条守れ」としており、他方で上記引用の「俳句」は「改憲しようと」と
しているが、この点を踏まえるとこれらの俳句の扱いは変わるのか、という点も含
めて検討が必要と考えられる。
　第三に本件判決では、「憲法アレルギー」という文言が使われた6 。この文言は、
直接的には必ずしも本件判決に影響を与えていないとも考えられるが、本件公民館
の関係者がこれによって本件俳句を本件たよりに掲載せず、それが本件判決で問題
5　http://9jo-haiku.com/modules/voice/index.php?page=article&storyid=24
6　なお国会議事録によれば、昭和44年 3 月13日の第61回衆議院議院運営委員会議事録第13号
に搭載されている佐藤達夫人事院総裁の発言の中に「憲法アレルギー」の文言がある。
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とされていることを踏まえると、この概念やそのような社会的状況をどう考えるべ
きかは検討する必要があると考えられる。なおこの点に関連して、奥平康弘・樋口
陽一編著『危機の憲法学』（弘文堂2012）のはしがきには、以下の記述がある。
　「憲法は、「危機」に際してとるべき行動指針を具体的に示していないとしても、
それを憲法から読み取るのは、公務担当者に課された基本的任務のひとつである。
日本国憲法の想定する統治構造上、特定の「危機」における最終責任者は誰か、基
本的人権がいかに保障されるべきかなどなど、「危機」においてこそ、公務担当者
の独断ではなく憲法に基づく対応がとられるべきであり、それを怠れば責任を免れ
ることはできない。「危機」における具体的対応は、憲法が何を命じているかを自
覚することから始まる。それを「危機」に際して活かすことができなければ、公務
担当者として失格である。しかし、公務担当者の間に憲法アレルギーとでもいうべ
き病理が蔓延するこの国では、憲法にもとづく公務執行という、憲法をもつ国であ
る以上当然にとるべき応対が嗤い飛ばされる傾向にある。」
　この記述では、危機に際して憲法にもとづく公務執行を公務担当者が避けること
が「憲法アレルギー」なる文言で病理として指摘されている、と解されるが、これ
は憲法にかかわる基礎的な問題を指摘するものとして、検討されるべきと思われ
る。
 （元筑波大学非常勤講師）
